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【女性転入超過エリアの低出生率は悪なのか】 

 

日本の合計特殊出生率（以下、出生率）が 2022年は 1.26であると発表されたことで、出生率に関

する記事が増えている。しかし、いまだに「出生率とは何なのか」十分に理解しないまま原因分析に

入ってしまうケースが少なくないように思われる。その場合、必ず「あんなに出生率の低い東京都は

少子化促進エリアだ」というような議論が浮上する。 

はたして、これはいかがなものか。出生率の計算式の因果関係を理解したうえで慎重な検討がなさ

れなければ、単なる若者に人気の都会叩きにとどまることになる。 

 

そもそも、出生率が上下する要因は 3つある。 

 

１. 既婚者（日本は 98％が婚内子）のもつ 1組当たりの子どもの数の減少 

２. 未婚者割合の増加（日本では未婚者の出産に占める割合は 2％程度で捨象する水準） 

３. 測定エリアにおける未婚女性の移動状況（日本国全体では移民比率が 2％程度なので捨象でき

るが、都道府県以下の単位では出生率に大きな影響をもつ） 

 

つまり、出生率上昇要因は 

ア． 既婚者に対する支援（妊活、子育て支援）⇒既婚者の出産支援を通じた出生率上昇 

イ． 未婚者割合の低下策（若年層のライフデザイン支援、婚活支援）⇒既婚割合の増加を通じた出

生率上昇 

ウ． エリアからの未婚女性流出⇒エリアの未婚女性割合の低下による出生率上昇 

 

と計算構造上、説明できる。 

実は 3つ目の「ウ．エリアからの未婚女性流出⇒エリアの未婚女性割合の低下による出生率上昇」
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を理解していない者がいまだに非常に多く、「東京都って出生率が低いね、よほど夫婦に子どもが生ま

れないんだね、教育費かかるから当然だ」「低出生率の東京都なんか幸せじゃないから、女性は東京都

にいかない方が幸せなはず」などの事実を十分に把握しないままでの「感覚論」を述べてしまいやす

い。しかし、これらは女性が大量に（四半世紀で 90万人超）地方から東京都へと移住・純増し続ける

（地方から出ていって戻ってこない流れが止まらない）、という前提条件を棚上げし、少子化との因果

関係を 1人当たり指標にすぎない出生率だけで説明しようとして、逆読みしているのである。確証バ

イアスの典型例といってもいいかもしれない。東京圏がそんなにだめなエリアならば、なぜ東京圏か

ら男性より女性が地方に戻ってこないのだろうか。 

1996年に女性の転入超過により始まった東京一極集中は、2009年以降、つねに男性より女性の方が

多く移住増加し続けており、「女性一極集中」ともいえる男女集中格差をみせている。更に、年々その

格差は拡大するばかりで、コロナ禍が始まった 2020 年からの 3 年間では、男性の 2.2 倍の女性人口

が東京都に集中し、転入超過数の男女比は過去最大となった。 

 

このように継続的かつ男性を上回る女性の転入超過が止まらない東京では、当然ながら「ウ．エリ

アからの未婚女性流出⇒エリアの未婚女性割合の低下による出生率上昇」の逆の現象が発生すること

になる。エリアへの未婚女性の継続的な流入⇒未婚割合の上昇（高止まり）となり、出生率が低く抑

えられる。これは地方都市における低出生率も同じことが言える。高知県なら高知市、石川県なら金

沢市が最も出生率が低位となることに同義である。反対に、過疎地域において出生率が急上昇する現

象も同じ背景にある。 

低位出生率をもって「都市が悪」というならば、都市における出生率の引き下げ要因がそもそも地

方からの未婚女性の流出であるという因果関係を考えずに批判していることになる1。 

 

【東京一極集中で激変した出生地図】 

 

東京一極集中の影響を単なる地方の社会減の加速として捉えてはならない。東京一極集中は統計上、

20 代前半の女性がけん引して発生する地方の人口減という事象であるため、これはすなわち、「母親

候補人口」の地方から都市への入れ替えが発生している事象ともいえる。四半世紀にわたって母親候

補人口の入れ替えが継続した結果、エリアの出生増減に大きな影響をもたらすこととなった（図表 1）。 

東京都に絶え間なく転入してくる若い女性がもたらす数年後の婚姻数増加と、さらにその数年後の

出生数増加によって、1995年と比べた 2021年の出生数は、全国では 68％水準まで落ち込んでいるに

もかかわらず、東京都はほぼ変わらない 99％水準を維持するという結果となっている。つまり、この

四半世紀では、東京都は少子化していない。 

全国一低いとされる東京都の出生率は、この指標の高低に大きく影響する 20 代女性の地方からの

 
1 自治体間の幸福度比較についても同じことが言える。継続的に都市に若い女性が流出しているエリアが「幸福度が都市は低

いから、女性はわがエリアに戻ればいい」と言ったらどうだろうか。地元で不幸と感じる女性が都市に出ていっており、移動

後の短期ではそう簡単に新環境で幸福感をあげることは難しい。そして、地元文化に親和性が高い女性だけが残りやすいか

ら、地元幸福度が高いだけではないのか、といった非難は避けがたいところとなるだろう。 
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横滑りによる増加、それも就職にともなう未婚女性人口の増加によって必然的に抑えられている。 

世界で見るとアジア系移民を中心とする若年移民立国となったカナダに似た構造となっている。カ

ナダは、出生率こそ低位水準にあるものの、出生数は一向に減らない、少子化（＝出生減）とはなら

ない、という状態にあることは、「出生「数」変化で知る都道府県の「本当の少子化」（1）」でも説明

した。 

東京都が一極集中の影響でこの四半世紀で少子化とは言い難い出生減水準の状況となったその一方

で、東北地方の出生減が加速した。半世紀で見ても、もともと出生減割合でワースト上位に位置して

いた東北地方だが、東京都にアクセスのよい立地と交通利便性の上昇が影響し、東北エリアから大量

の就職期の若年女性が東京都に転入超過している。将来の母親候補となる若年女性人口減が生じた結

果、東北エリアの５県がこの四半世紀における少子化ワースト 5を独占する、という状況に陥ってい

る。 

 

【図表1】1995年から2021年の都道府県の出生数増減の関係 

－若年女性移動が少子化の明暗を分けた－ 

 

資料：厚生労働省「人口動態調査」より筆者作成 

 

東北エリアの中核となる大都市、仙台のある宮城県を除く東北 6県のうち 5県が、出生減割合＝少

順位 都道府県 1995 2021
2021/1995

水準

26年間

減少率
順位 都道府県 1995 2021

2021/1995

水準

26年間

減少率

1 秋田県 9,995 4,335 43% 57% 25 福井県 8,244 5,223 63% 37%

2 青森県 13,972 6,513 47% 53% 26 鳥取県 5,723 3,708 65% 35%

3 岩手県 13,021 6,472 50% 50% 27 宮崎県 11,693 7,590 65% 35%

4 福島県 21,306 10,649 50% 50% 28 島根県 6,764 4,415 65% 35%

5 山形県 11,507 5,898 51% 49% 29 石川県 11,093 7,258 65% 35%

6 新潟県 22,694 12,608 56% 44% 30 大分県 11,125 7,327 66% 34%

7 和歌山県 9,879 5,514 56% 44% 31 香川県 9,301 6,223 67% 33%

8 山梨県 8,833 4,966 56% 44% 32 埼玉県 67,750 45,424 67% 33%

9 北海道 49,950 28,762 58% 42% 33 佐賀県 8,729 5,853 67% 33%

10 群馬県 19,431 11,236 58% 42% 34 広島県 27,609 18,636 67% 33%

11 愛媛県 13,849 8,011 58% 42% 35 京都府 23,219 15,818 68% 32%

12 徳島県 7,472 4,337 58% 42% 全国 1,187,064 811,622 68% 32%

13 岐阜県 20,187 11,730 58% 42% 36 兵庫県 51,947 35,581 68% 32%

14 奈良県 13,337 7,751 58% 42% 37 大阪府 86,076 59,780 69% 31%

15 茨城県 28,234 16,502 58% 42% 38 鹿児島県 16,649 11,618 70% 30%

16 高知県 6,939 4,090 59% 41% 39 岡山県 18,622 13,107 70% 30%

17 長野県 21,187 12,514 59% 41% 40 千葉県 54,388 38,426 71% 29%

18 長崎県 14,780 8,862 60% 40% 41 熊本県 17,895 12,670 71% 29%

19 山口県 13,240 7,978 60% 40% 42 神奈川県 80,692 58,836 73% 27%

20 富山県 10,049 6,076 60% 40% 43 愛知県 71,899 53,918 75% 25%

21 静岡県 35,345 21,571 61% 39% 44 滋賀県 13,320 10,130 76% 24%

22 栃木県 18,662 11,475 61% 39% 45 福岡県 46,849 37,540 80% 20%

23 宮城県 22,267 13,761 62% 38% 46 沖縄県 16,751 14,535 87% 13%

24 三重県 17,500 10,980 63% 37% 47 東京都 96,823 95,404 99% 1%
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子化進行速度でワースト 5独占となり、人口 100万人以上の大都市を抱える都道府県としてみても、

北海道に次いで宮城県が 2番目にワーストランク入り（23位 38％減少）となった。東京一極集中前

の半世紀単位で見ると、宮城県は転入超過県であったことを考えると、この四半世紀の東京一極集中

の影響の大きさが窺い知れる。 

東北エリアの出生減はどの地方エリアよりも深刻で、この四半世紀で秋田県は約 6 割減、その他 4

県も約 5割減である。 

厚生労働省の人口動態調査婚姻統計を分析すると、初婚で結婚する男女の結婚年齢のピークは女性

が 26歳、男性が 27歳となっている。つまり、前の世代の男女が婚姻に至るピークを待たずに、出生

数が半数になるという、あまりにも過激な出生減が東北地方で発生している。 

 

このような状況で、出生率低下だけをにらんだ少子化対策しか打たれていない場合、「ウ．エリアか

らの未婚女性流出⇒エリアの未婚女性割合の低下による出生率上昇」となっているエリアは、むしろ

女性のエリア外流出が高まるほど上昇する出生率に安堵し、この問題にまったく目を向けないという

致命的な状況に追い込まれていく。 

半世紀でみた都道府県単位の出生減を示した前回レポート（1）と、四半世紀で見た図表 1を比べる

と、全国平均より出生減が良好なエリア数の減少が目に付く。半世紀では 19エリアが全国平均を下回

る水準での出生減であったが、四半世紀では 12エリアに減少した。つまりそれだけ、都道府県間で少

子化問題の格差拡大が進行してしまった、ということになる。 

東京一極集中という名の「若年未婚女性の集中」の影響の原因把握と解消なくして、日本の国土の

大半をしめるエリアにおいて、その少子化対策が奏功することはないだろう。 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=74865?site=nli

